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研究成果の概要（和文）：本研究は、日中両国の経済成長をリードしてきた京浜地域と長江デルタ地域における
「産業集積の広域化」の比較研究である。京浜地域の産業集積は、その後の生産拡大とインフラ整備に伴い京浜
地区外へ、さらに国際的な産業調整に伴い、東アジアへと広域化した。本研究では、第1に、中国経済の中核都
市・上海の産業調整を通して、産業集積が隣接する蘇州・無錫、さらに長江デルタ地域へと広域化したことが確
認できた。第2に、現地調査を通して、産業移転の実態と関連政策の背景が理解できた。第3に、京浜地域と長江
デルタ地域の産業移転の共通点と相違点を確認したうえで、日中間の産業・企業連繋のあり方を考察した。

研究成果の概要（英文）：This study is a comparative study on the widening of industrial clusters in 
the Keihin (Tokyo-Yokohama) area and the Yangtze River Delta, which have been leading economic 
growth in both Japan and China. The industrial cluster in the Keihin area extended to the outside of
 the area with increasing industrial production and infrastructure development, and further expanded
 to East Asia with international industrial adjustment. In this study, it was confirmed that, 
through industrial adjustment of Shanghai, the core city of Chinese economy, industrial clusters 
widened to neighboring Suzhou / Wuxi, and then to the Yangtze Delta area as a whole. Secondly, by 
doing field surveys, we understood the actual situation of industrial relocation and the background 
of related policies. Thirdly, after confirming common features and differences of industrial 
relocation between the Keihin area and the Yangtze River Delta, we considered the industrial / 
corporate collaboration between Japan and China.

研究分野： アジア経済

キーワード： 産業政策　中小企業　経済政策　中国経済
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 戦後日本の経済成長を牽引してきた京
浜地域では、大手製造業と基盤技術を支える
中小製造業との協業を通して産業集積が形
成された。その後の生産拡大とインフラ整備
に伴い、京浜地域の産業集積は周辺地域、さ
らには東アジアへと広域化した。 
 
(2) 中国経済の中核都市である上海の産
業・企業も、かつての京浜地域の製造業と同
様に、経済成長に伴い、隣接する長江デルタ
周辺地域に生産拠点を移転させている。しか
も京浜地域の大手製造業が長江デルタ地域
にも生産拠点を移転させてきたことにより、
「産業集積の広域化」は国際分業の色彩をよ
り強めている。 
 
２．研究の目的 
(1) 本研究の目的は、日中両国の経済成長を
リードしてきた京浜地域と長江デルタ地域
における「産業集積の広域化」を比較研究す
ることにある。長江デルタ地域の「産業集積
の広域化」の実態把握に努め、京浜地域の製
造業の「産業集積の広域化」と比較する。そ
して、両者の「産業集積の広域化」の融合過
程を分析する。 
 
(2) 日中両国の経済・産業をリードしてきた
京浜地域と長江デルタ地域の比較研究を通
して、両者の共通点と相違点を明らかにする
ことにより、今後の日中間の経済協力を考察
するに当たっての含意を得ることが、本研究
のもうひとつの目的である。 
 
３．研究の方法 
(1) 京浜地域と長江デルタ地域における「産
業立地の広域化」の過程を分析する。具体的
には、次のような作業を伴う。 
①戦後日本の産業発展における京浜地区

の「産業集積の広域化」の過程を把握するた
めに、まず『工業統計表』により京浜地域の
産業構造・立地の変化を確認する。とくに京
浜地域の産業集積が、北関東→甲信越→東北
へと広域化してきた過程を、上記データを用
いて確認する。 
②今日の長江デルタ地域において進行し

つつある「産業集積の広域化」を、『中国工
業統計年鑑』、『工業企業データベース』に基
づき確認する。ここでは上海市、江蘇省、浙
江省、安徽省を主たる研究対象とするが、上
海市に隣接する地域に関しては、県級市レベ
ルにまで分析対象を細分化して実態把握を
行う。また比較対象事例として、広東省の珠
江デルタ地域に関しても、同様の作業を行う。 
③京浜地域と長江デルタ地域における産

業構造・立地の変化、「産業集積の広域化」
に影響を及ぼしてきた要因を抽出する。なか
でも、京浜地域と長江デルタ地域における製
造業の構造調整に多大な影響を及ぼしてき
た要素価格の変化に焦点を当てる。 

 
(2) 基本的なデータ処理・統計分析とあわせ
て、京浜地域と長江デルタ地域でのフィール
ド調査を実施し、事例研究を通して「産業集
積の広域化」の過程を確認する。さらに長江
デルタ地域の考察に当たり、深圳を中心とす
る広東省の珠江デルタ地域を「対照区」とし
て観察する。 
 
４．研究成果 
(1) 京浜地域では、1959 年制定の「首都圏の
既成市街地における工業等の制限に関する
法律」、これに「工業再配置促進法」、「工場
立地法」を加えた「工場 3 法」、東京オリン
ピック前後からの急速な都市化の進展、そし
て高速道路の伸長に伴い、周辺地域に工業団
地が開設された。その結果、京浜地域の産業
集積は、北関東→甲信越→南東北へと広域化
した。その際に、東北自動車道（1972 年：岩
槻～宇都宮間、1974 年：郡山延長）、常磐自
動車道（1988 年）などの整備はきわめて重要
な役割を果たした。 
 京浜地域では、大手企業（製品企画・製造
統括・販売）と多様な中堅・中小企業（部品、
モジュール供給）の間で分業、棲み分けが構
築されていた。このうち、まず大手・電機が
比較的安価な人件費を求めて地方に移転し、
生産規模を拡大していった。この傾向は 1990
年頃まで続いたが、その後、大手・電機の地
方拠点は海外に新たな生産拠点を見出した。
もっとも、地方・海外移転後も大手企業・電
機の京浜拠点は試作開発拠点・移転先マザー
工場として残存した。一方、京浜地域の中
堅・中小は技術力を活かして、試作開発拠点
向け部品、モジュール供給に活路を見出した。
また大手企業・電機の場合以外は、京浜地域
から完全移転のケースも少なくなかった。 
 
(2) 長江デルタ地域では、高度成長後の労働
需給の制約、産業構造・地域間格差の是正を
目的とした産業移転政策の影響のもと、また
高速道路・高速鉄道などのインフラ整備を受
けて、上海～蘇州～無錫と続く産業集積がそ
の周辺地域に広域化した。 
長江デルタの主要産業の推移をたどって

みると、次のような特徴がうかがえる。 
①アパレル製品は、すでに 2000 年代前半

に長江以南の蘇南地区の生産規模が縮小に
転じており、産業集積は蘇北地区に移転し、
2000 年代後半にはさらなる「北進」が進んだ。 
②電子機器は、2000 年代前半に蘇南地区で

急成長がみられた。なかでも蘇州の急成長が
続く一方で、江蘇省の省都・南京の地盤低下
が顕在化した。それでも 2000 年代後半から
は、長江を越えた蘇北地区に産業集積が広域
化している（別表）。 
③プラスチック製品も、2000 年代前半に蘇

南地区で急成長し、蘇南地区の大型化、蘇北
地区への漸進的な移転がみられ、2000 年代後
半からは蘇北地区の急成長がみられる。 



 

江蘇省の電子機器産業のシェアの推移（％） 
【2002～06 年のシェア変化】 

企業 従業員 
工業 
生産 

工業 
販売 

売上 輸出 資産 

蘇北 1 -0.03 -4.37 -0.14 -0.10 0.15 0.51 -0.70 
蘇北 2 -0.65 -2.10 -0.60 -0.58 -0.54 -0.13 -0.81 
蘇北 -0.67 -6.47 -0.75 -0.68 -0.39 0.38 -1.51 
蘇南 0.67 6.47 0.75 0.68 0.39 -0.38 1.51 

 
【2006～11 年のシェア変化】 

  企業 従業員 
工業 
生産 

工業 
販売 

売上 輸出 資産 

蘇北 1 -1.12 0.34 3.35 3.38 3.68 2.84 2.38 
蘇北 2 1.68 3.21 2.26 2.27 2.57 0.07 5.06 
蘇北 0.55 3.55 5.61 5.65 6.25 2.91 7.44 
蘇南 -0.55 -3.55 -5.61 -5.65 -6.25 -2.91 -7.44 
注：蘇南＝長江以南。 

蘇北 1＝長江に面した蘇北。 
蘇北 2＝蘇北 1より北部。 

資料：Hua Mei Information [2002, 2006, 2011], Chinese 
Industrial Enterprises Database より作成。 
 
(3) 長江デルタ地域の課題としては、まず労
働供給の制約があげられる。労働力を確保す
るために、業務量の季節変動が激しい商品や
納期が厳格な商品の生産では、やはり残業が
不可避となっており、高い賃金を提示してで
も出稼ぎ労働力を確保する必要がある。しか
し、より付加価値の高い産業・製品の場合、
技術移転やノウハウの蓄積を優先させざる
をえない。その場合は、長期雇用が前提とな
り、地元労働者を優先的に雇用することにな
る。そこでは、賃金のみならず、労働条件、
雇用環境、フリンジベネフィットなどが決め
手となっている。それでも労働力不足が深刻
な産業や地域では、自動化が大規模に推進さ
れており、その結果、中国では工作機械・産
業用ロボット市場が急成長を遂げている。 
 次に、長江デルタ地域の産業移転では、
ASEAN など海外に生産拠点を設ける産業・企
業も増えている。しかし ASEAN 最大の産業集
積を有するバンコク首都圏も、基本的には外
国人出稼ぎ労働力に依存しており、周辺のカ
ンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム
（CLMV）が外資進出ラッシュに沸いているた
めに、十分な労働力を確保し難い状況にある。
それでもベトナムとフィリピンは、輸出加工
に対する免税措置が有効に機能しており、ま
た日本・中国からの部材供給が比較的容易で
あることから、ASEAN との分業関係のあり方
が真剣に検討されている。 
 それでも、中国では完備されたサプライチ
ェーンの活用が決め手となっている。たしか
に、珠江デルタ地域では、中国は高級品、
ASEAN は量産品といった ASEAN との分業が可
能である。地理的にも、ASEAN に対する部材
供給基地となり、その際には ASEAN 中国 FTA
も活用可能である。しかし長江デルタ地域で
の事業展開では、やはり広大な内需向け販売
が主たる狙いとなる。そこでは、中国の中央
に位置する地理的優位性、また基盤技術・中

間技術の成長による技術的優位性の活用が
期待されている。 
 
(4) 京浜地域と長江デルタ地域の産業集積
の広域化に関しては、その担い手である企業
を大手企業と中小・中堅企業に分けて、また
産業集積を試作開発拠点と量産拠点に分け
て比較してみると、次のような共通点と相違
点がみられる。 
①京浜地域の大手企業の試作拠点は、基本

的に京浜地域に残り、中小企業は試作拠点向
けサプライヤーに転換した。地方・海外に帯
同した中小企業も試作開発拠点の機能は残
しつつ、中堅企業に成長していった。 
一方、量産拠点としてみれば、大手企業は

地方から海外へと大規模な移転を遂げた。し
かし中小企業でこれに帯同（京浜地域→地方、
地方→海外）する企業はかなり限定的であり、
周辺工程を内製化することにより、つまり多
品種変量・少量生産に対応することにより生
き残りを図っている。 
②長江デルタの試作開発拠点は、大手・中

小企業を問わず、総じて江蘇・浙江省などの
周辺地域に移転した。とくに中小企業は、も
ともと外注・分業体制に組み込まれており、
設計機能は持ち合わせていない。同様に、量
産拠点も周辺地域に移転し、量産機能に帯同
する形で試作開発機能も移転している。 
 
(5) 京浜地域と長江デルタ地域の牽引産業
であるエレクトロニクス・IT 産業と機械金属
産業の日中間の産業協力に関して、本研究で
は次のような政策的な含意を得た。 
①エレクトロニクス・IT 産業では、日本の

ソフト開発力とアイデア創出力は総じて弱
く、外国とのアライアンスなどを通して、外
国から刺激を受ける必要がある。その意味で
は、長江デルタ地域とともに、ハード集積と
ソフトが連動する中国華南の珠江デルタ地
域もパートナーとして有望である。 
 一方、ハード開発力については、研究機関
で取り組む超最先端分野を除けば、技術開発
としてはほぼ出尽くしており、生産機能の海
外移転が進み、海外に密度の濃い集積が形成
されていることから、外国とのアライアンス
の形成は急務である。 
 京浜地域には、中堅・中小企業を含む「も
のづくり」基盤を活かした試作開発機能が集
積しており、同時に IT 化が進展した成熟社
会の需要に応えうる鍵となるソフト産業を
支える情報関連人材の集積がみられる。両者
を融合させるためには、イノベーション創出
を後押ししうるオープン・イノベーションの
場づくりが必要となる。しかし後者のプール
は基本的に大手企業に属するために、オープ
ンにはなりにくい。そのため長江デルタ地域
や珠江デルタ地域のソフト開発の関連する
分野（エレクトロニクス・IT）においては、
京浜地域の「ものづくり」中堅・中小企業が
パートナーとなりうるものと考えられる。 



 ② 機械金属は、エレクトロニクス・IT ほ
どソフト開発・アイデア創出のイノベーショ
ンへの寄与は高くなく、主にハード生産のあ
り方の考察となる。 
1）京浜地域から量産機能は喪失しつつあ

り、試作開発機能に絡むことで生き残りが図
られている。 
2）地方からも量産機能は海外に移転しつ

つあり、周辺工程を内製化（多品種変量・少
量生産）することにより生き残りが図られて
いる。 
3）大手企業の試作開発機能については、

京浜地域の重要性は将来低下する懸念あり、
量産機能とタイアップした試作開発への関
与が重要になる。 
4）機械金属の集積が構築されている長江

デルタは、この面ではきわめて有望な地域で
あると評価できる。 
機械金属の基盤技術は要素技術（切削、板

金、プレスなど）と機械組立に大別できるが、
後者は各社独自の技術が鍵となり、社外秘が
少なくない。ここから、中国企業とのアライ
アンスの形態をとらず、自社進出が中心とな
ることが予想される。したがって、この分野
では、日中行政機関の間で情報共有を図るこ
となどにより、その環境づくりを進めること
が重要となる。もっとも、日本では中国＝安
価なモノづくり拠点との見方が依然として
根強く、このようなニーズが顕在化するには
いまだ時間を要するかもしれない。しかしな
がら、機械金属の集積が構築されている長江
デルタに関しては、迅速な取り組みが求めら
れる。 
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